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令和８年度事業計画
令和 8年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日まで 

公益社団法人日本木材加工技術協会 

公益目的事業１（公１）： 

 木材加工・利用技術に関する調査・技術開発を行うとともに、学術大会（年次大会）・

講習会・講演会等の開催及び部会・委員会の活動を通じて学術の振興、技術の向上及び普

及を図る。 

（１）学術大会（年次大会）の開催事業

  第 44 回年次大会を令和 8 年 10 月 8 日（木）～9 日（金）、三重大学三翠ホール（三

重県津市）において開催し（担当：中部支部）、特別講演会・研究発表会を実施する。

これにより木材加工・利用に関する学術の振興、技術の向上に努める。 

（２）講習会・講演会等開催事業

  木材加工・利用に関する各種講習会・講演会等を開催し、技術者等を対象に新しい知 

識・技術の普及を図る。 

  本部及び支部において、以下の講演会、シンポジウム等を開催予定である。 

本 部：社員総会時講演会 

 第 50 回木材の実用知識講習会 

北海道支部：支部総会時講演会 

関  西支部：令和 8年度企業若手技術者発表大会 

ウッドサイエンスセミナー

  第 40 回木質の利用シンポジウム 

 第 6 回木材研・公設試見学ツアー 

中 国支部：講演会および広島大学研究施設見学会 

九 州支部：特別講演会（支部総会時） 

 支部講演会 

（３）部会・委員会事業

  以下の 3 部会において、技術者等を対象に講演会・講習会等を開催し、各専門分野に 

おける新しい知識・技術の普及を図るとともに、各分野の発展に資する。 

合板部会：2026 年度合板技術講習会 

木質ボード部会：第 34回木質ボードシンポジウム 

木材・プラスチック複合材部会：定期講演会 

（４）調査・技術開発事業

  受託事業：NEDO グリーンイノベーション基金事業「食料・農林水産業の CO2等削減・  

  吸収技術の開発/高層建築物等の木造化に資する等方性大断面部材の開発」に係る有識者

  会議の事務局業務を行う。 
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公益目的事業２（公２）： 

 機関誌・図書の刊行、木材標本の製作・頒布及び顕彰事業を通じ、木材加工・利用技術

の収集・蓄積及び啓発啓蒙を行うとともに、収集・蓄積した専門技術をもとに専門技術者

の育成と資格認定を行い、木材産業の振興を図る。 

（１）機関誌の刊行事業

  機関誌「木材工業」第 81 卷 5 号～第 82 巻 4 号を刊行する。第 81 巻 11 号は、特集号

を刊行予定である。  

（２）木材加工技術に関する図書の刊行・頒布事業

  「日本の木材」、「北米の木材」、「最新木材工業事典［新版］」、「木材工業 USB（木

材工業 第 1巻～第 73巻を収録）」等を頒布する。 

（３）木材標本の製作・頒布事業

  「日本産主要樹種木材標本」の頒布予定なし。 

（４）木材加工・利用技術の専門技術者の資格認定に関する事業

  第 62回木材接着士資格検定試験を東京（本部）、名古屋（中部支部）、松江（中国支

部）で実施し、合格・登録した者を木材接着士と認証し、木材接着技術者の育成を図る。 

  第 31回木材乾燥士資格検定試験を旭川（北海道支部）、東京（本部）、大阪（関西支

部）、福岡（九州支部）で実施し、合格・登録した者を木材乾燥士と認証し、木材乾燥

技術者の育成を図る。 

  第 15回構造用集成材管理士資格検定試験を東京（本部）で実施し、合格・登録した者

を構造用集成材管理士と認証し、構造用集成材技術者の育成を図る。 

（５）専門技術者を養成するための講習会を開催する事業

  木材接着に関わる技術者を養成するため、令和 8年度木材接着講習会を東京（本部）、

名古屋（中部支部）、松江（中国支部）において開催する。 

 木材乾燥に関わる技術者を養成するため、令和 8 年度木材乾燥講習会を旭川（北海道

支部）、東京（本部）、大阪（関西支部）、福岡（九州支部）において開催する。 

 構造用集成材管理に関わる技術者を養成するため、令和 8 年度構造用集成材の製品計

画及び製造に関する講習会を東京（本部）において開催する。 

（６）顕彰事業

  わが国の木材加工・利用に関する技術に貢献した業績に対し、第 71回木材加工技術賞

を授与する。また、わが国の木材産業の発展に寄与する新しい研究・技術開発の業績に

対し第 25回市川賞を授与する。 

その他の事業（相互扶助等事業）： 

（１）海外研究活動特別助成事業

  わが国の木材加工・利用技術の普及と諸外国の技術の情報収集を行うため、令和 8 年

度内における会員の海外における研究集会参加や調査等の活動に対し助成を行う。 


